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全国障害者問題研究会

第52回全国大会（埼玉）基調報告
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はじめに
　21世紀は「人権の世紀」としてスタートしました。人類の平等をめざしてたゆまぬ努力を続けてきた国連は、障害のある人が生きる上での平等を実際の生活の上に実現するために、人権保障の一環として障害者権利条約を実現しました。
しかし2018年のいま、日本では障害者の人権といのちの尊厳を踏みにじるかのような問題が続いています。
　昨年から今年にかけて、精神障害者を20年以上にわたり非人間的環境に監禁し、死に至らしめるという事件が相ついで報道されました。行政や医療機関の対応など詳細は報じられていませんが、100年前、精神科医・呉秀三が精神障害者の「私宅監置」の実態を調査して記した、「この病を受けたるの不幸の外に、この国に生まれたるの不幸」が続いていると言わざるを得ない事件です。
　１月には、旧優生保護法によって強制的に不妊手術を強いられた女性が国を提訴しました。母体保護法への改正（1996年）やハンセン病訴訟熊本地裁判決（2001年）において強制手術の違法性の指摘があったにもかかわらず、国が過ちについて言及せずなんら補償しないままであるために、人としての尊厳を回復すべく裁判に訴えたのです。女性の訴えにつづき、障害を理由に同意のないまま、同様の手術を受けた人々が声を上げはじめました。厚労省も都道府県に調査をするように求めています。こうした動きに対して、たとえば茨城県は「(資料は）現存せず」と答えていましたが、10年以上前から調査研究をすすめてきた全障研茨城支部は、関係資料と分析結果を県に提供し、実態解明と被害者救済を要望しました。その結果、県は調査に着手し、相談窓口を開設しました。国の「狭い範囲での謝罪」に終わらせることなく事実を検証し、被害者救済の措置が講じられるべきでしょう。
　新型出生前診断も新たな段階に入りました。検査に関する説明や診断後のカウンセリングのしくみなどはまったく不十分なまま、実施医療機関の要件緩和や妊婦年齢制限の見直しが専門医学会で検討されています。「いのちの選別につながる」という障害当事者や関係者の意見をしっかりと受け止め、だれもが人として尊重される社会のあり様を問う議論を広げていかなければなりません。
　津久井やまゆり園の障害者殺傷事件は、社会に潜む優生思想を表面化させました。事件から２年。私たちは、以前にもまして、いのちの重みに向き合いながら実践や運動に取り組んできましたが、逆流させようとする力がたえずあることも否めません。一人ひとりが大切にされる社会をつくる課題と結んだ実践や運動をつくりあげていきましょう。
政治に目を向けると、安倍内閣は、国家が崩れ落ちていくかのような不祥事隠しをつづけながら、「これ以上の税負担は反対！」「谷間のない障害者制度を！」という声が上がっても、消費税増税は撤回せず「自助・互助」を基調とする施策を改めません。生活保護では2013年からの削減に全国で1000人が生存権を掲げて提訴している中でのさらなる削減です。これには国連人権専門家が「最低限の社会保障を脅かすもの」と見直しを要請したのですが、あろうことか日本政府はそれに抗議しました。こうした社会保障改悪の動きに対して、「社会保障・社会福祉は国の責任で！」という思いをもつ異なる分野の人々との連帯した運動が強まっています。
　2010年に和解した障害者自立支援法違憲訴訟では、国と交わした基本合意文書に基づき原告・訴訟団と国の定期協議を継続しています。この3月に開催された第9回会合では、原告の健康状況や生活環境の実態を出しあい、障害者自立支援法に代わるべき法のあり方についてまとめた「骨格提言」や障害者権利条約に照らして、課題を確認しました。こうしたとりくみは制度改悪の歯止めともなっています。
　厚労省は、2017年、障害者の総数を約936万人（人口比7.4％）と報告しました。5年前の報告に比べると、身体障害、知的障害、精神障害のいずれも増加しています。しかし、世界の障害者数15％（世界保健機構）にははるかに及びません。このことは、特別な支援が必要な人への施策の基礎となるべき調査が十全でないことを示唆しています。障害者権利条約第31条がいうように、条約を実現するために統計資料が欠かせません。施策の根本に関わる事項だけに、社会的障壁との相互作用によって生じる困難も視野に入れた、障害による困難をもつ人びとについての科学的な調査の実施を求めていく必要があります。
　いずれの場においても、どのような障害であっても、そしてどんなに障害が重くても、同年齢の市民と同等の、人間らしく生き、発達する権利が保障されることをめざしてきた私たちの研究運動の真価が問われています。
１　子どもの福祉をめぐる情勢と課題
　子どもの福祉に障害者自立支援法（現、障害者総合支援法）と同様の応益負担や日額報酬制を導入して12年、障害児支援再編を具体化した児童福祉法の施行から6年が経過しました。量的な側面でみると、乳幼児の療育の場も、放課後活動の場も、事業所数、利用者数が増加の一途をたどっていますが、量的な変化が子どもの発達保障につながっていません。増加していても地域偏在があることや実践の質の問題にたいして、根本的な改善の方策が打ち出されることなく経過しているといえます。
　現行の障害福祉制度が抱える問題は、3年ごとの報酬改定の時期にさまざまな形で現れます。今期2018年4月から改定された報酬でもっとも大きな打撃を受けたのが、放課後等デイサービスです。財政制度等審議会などから、利潤を追求し支援の質が低い事業所が増えているという指摘を受けたことを理由に、放課後等デイサービスの報酬単価を引き下げるしくみが幾重にも導入されました（『みんなのねがい』5月号参照）。なかでも「子どもの状態像」を点数化し、基準に該当する子どもが半分未満の場合は事業所報酬単価を引き下げるシステムは大きな問題です。障害のある子どもの放課後保障全国連絡会の緊急調査によれば、多くの事業所が低い報酬単価となり、事業を継続するためには職員数や職員給与を減じるしかないと回答しています。子どもの判定方法も自治体によって異なっており、周知期間もなく新制度を導入する国の手法に怒りの声が寄せられています。私たちが運動と実践にもとづいてつくってきた放課後活動を守るために運動を強めていくことが求められています。
　同様に児童福祉法のもとで始まり、あり方が問われている事業の一つに障害児相談支援事業があります。障害児相談支援は、保護者への支援や早期療育にとって欠かせない療育の入り口であり、成人を対象とした相談支援とは異なる専門性が求められます。また放課後等デイサービスの利用にも関わっています。たしかに、厚労省は「日々の暮らしの中で抱えているニーズや課題にきめ細かく対応し、必要に応じて適切な障害保健福祉サービス等に結びつけていく」業務だと定義づけ、従事する職員を研修で養成しようとしています。しかし、研修を受けた人たちからは、子どもを理解することや保護者のねがいをつかむといった相談の基本となる内容はほとんど盛り込まれていないという訴えがあります。また相談支援の現場は、「利用計画」を書くことに追われています。相談を通じて子どもや保護者が権利の主体となっていく取り組みを重ねてきた各地の実践の蓄積をふりかえり、その教訓に学ぶことで、現行制度の改善を見通した相談活動の展望を明らかにしていくことが今後ますます重要な課題です。
　障害児支援全体の今後については、2018年度から障害児福祉計画の策定が自治体に義務づけられています。第1期計画では、「地域における重層的な支援」を実現するために2020年度までに児童発達支援センターを市町村に１カ所以上設置することや重症児を対象とする事業所を確保することが掲げられています。また2020年に始まる次期「子ども・子育て支援事業計画」のために自治体ごとの数値目標等が検討されはじめており、ここに障害児にかかわる施策を盛り込むことも、子どもの一般の施策に障害のある子どもを位置づけるという点で重要な課題であり、要求していかなければなりません。「量の確保」のための計画でなく、どこにどんな要求があるのかといった根拠をもった計画となるようにしていくことが大切です。「療育」と銘打って短時間の個別訓練を行うことを看板にした事業所も増えている現状があるもとで、乳幼児期の育ちにとって必要な施設を地域に確実につくるため、児童発達支援事業関係者はもちろん、母子保健、保育所・幼稚園などの関係者とともに、地域療育の現状を出しあい、要求運動に結びつけていく必要があります。
　保育所･幼稚園では、改訂された保育所保育指針・幼稚園教育要領で「幼児期までに育ってほしい10の姿」が掲げられ、規範意識の醸成が強く求められています。こうした情勢について関係者とともに学び、交流しながら、保護者をはじめとするみんなが願う地域療育の将来像を検討していきましょう。
２　学齢期の情勢と課題
１）安倍「教育改革」の危険性
　1947年に制定された教育基本法が第一次安倍政権によって「改正」されて10年余の間に、「戦争のできる国づくり」と「世界の経済競争に勝つための人材づくり」をめざす教育改革がつぎつぎと進行しています。国民の権利としての教育を国家主義的な義務としての教育へと変質させるねらいをもち、「国を愛する」ことや「公共の精神」など、かつての教育勅語を彷彿とさせる徳目を教育の目標にすえた「改正」教育基本法のもとに、「特別の教科」と位置づけられた道徳が学習指導要領に組み込まれました。また指導要領は、「ゆとり教育」への批判を逆手にとって、「何を知っているか」ではなく｢何のために学ぶのか｣が重要で、｢学びに向かう力や人間性｣などを学校教育で身につけるべき「資質・能力」として描き出しています。学習指導要領が志向するのは市場競争に勝ち抜く人材育成であり、そこでは、障害などさまざまな困難をもつ子どもたちは周縁に追いやられることになりかねません。またそもそも、資質や人間性といった価値観を含んだ目標を学校教育に押しつけること自体、あってはならないことです。
　こうした教育政策のもと、測定可能な数値のみを指標とする一面的な手法で学校全体が管理されようとしています。「スタンダード」と称して教材の提示や教室の掲示、あいさつの仕方までチェックすることがあたりまえになっている地域もあります。画一化された教育が蔓延するもとで、授業や生活になじめず、学校に行くことが嫌になる子、「学力テスト」強化政策によって排除され、学ぶこと自体から遠ざけられる子どもが増加しています。
　個別指導計画をより厳密に策定し、PDCAサイクルに則って確実に授業をすすめることが教師を追い詰めています。子どもと向き合い、一人一人の発達を保障することを願う多くの教師は、画一的な指導内容・方法を求められる中で悩み、事務の増加や部活動の指導などに追い立てられて、同僚と語り合うことができずにいます。国が求める学習内容や学習方法に縛られた授業を行い、PDCAサイクルを続けることが、子どもの人格を育むことにつながるのでしょうか。子どものつぶやき、悩み、ねがいを受け止め、子どもの発達要求から授業や生活をつくっていくために、前に立ちはだかる教育「改革」の本質を見抜くとともに、教師と保護者が手をつなぎ、教師同士が理解しあってつながる取り組みが重要となります。
２）権利としての障害児教育と障害者権利条約
　全障研が結成された1960年代、能力主義に貫かれた教育の下、障害を理由とする就学猶予・免除の人数が文部省の統計上で２万人以上を数えました。障害児はまさに公教育から排除されていたのです。在宅不就学児の家庭を一軒一軒訪ね、報告書にまとめ、教育権保障を訴える活動が少しずつ広がっていきました。不就学児の実態調査は学校に行けないことは生きる権利をも侵害することであることを明らかにします。そして「能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利がある」という憲法・教育基本法の条文を子どもの発達にとって必要な条件を整備する公的責任との関わりで深め、教員、父母、地域住民らが中心となり養護学校義務制の実施を求める運動を展開していきました。
　1970年に本格的に開校した京都府立与謝の海養護学校の「学校に子どもを合わせるのではなく、子どもに合った学校をつくろう」という学校の設立理念は、他の学校づくり、地域づくり運動に大きな影響を与え、養護学校義務制実施を内実あるものとしていく要求運動へとつながっていきました。
　新自由主義的構造改革の政策が加速し、国策に従う人間をつくることを意図した教育改革が進められようとしている今、こうした理念に学ぶことが改めて求められています。日本政府が教育基本法を「改正」した同じ年に国連総会が採択した障害者権利条約は、障害者にとって教育は権利であり、それを保障していくことは締約国の責務であることを明確に謳っています。権利としての障害児教育という考え方は国際的な潮流なのです。これまでの実践、研究、運動を通して確立されてきた障害児教育の歴史に確信をもち、障害者の「人格、才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力をその可能な最大限度まで発達させること」をめざした権利条約を力にして、一人ひとりを大切にした教育を創造していきましょう。
３）特別支援教育の条件整備
　しかし、現実の障害児教育の現場にはさまざまな課題が山積しています。特別支援教育を受けている子どもは、2007年度と2016年度を比較してみると約19,000人増加しています。特別支援学校の数は、この10年で全国的に100校ほど増加しているものの、教室数は圧倒的に不足しており、音楽室、調理室といった特別教室を普通教室に転用している状況が続いています。特別支援学級も在籍児の増加に整備が追いつかず、介助員などが配置される場合も自治体間に大きな格差があります。また、特別支援教育開始当初から課題の一つに掲げられた通常学級に在籍する発達障害などの子どもへの支援で、教員や教室上の制度があるのは「通級による指導」に限られています。自治体によっては、特別支援教育支援員を配置したり、学生ボランティアなどの手を借りたりして、通常学級で支援する仕組みを整えている場合もありますが、国による制度は未整備です。　
「30人学級」の実施、特別支援学校設置基準の策定、特別支援学級編制基準の改正など、障害者権利条約や日本国憲法を根拠にし、一人ひとりにゆきとどいた教育を保障する条件整備を求める研究運動をいっそう強くすすめましょう。
４）仲間と語り合い、豊かな教育実践を創り出す
　教育の管理統制が進み、教師がバラバラにされている学校現場だからこそ、声をかけあい、子どものことを語り合う時間や場所をつくることがとても大切です。
　ある公立小学校の先生は、学習会で次のように打ち明けました。

「体育の授業中、発達障害のあるＡ君が、跳び箱の中に入って遊び始めました。私は、何とかその場をおさめなければと思い、Ａ君に向かって強い口調で『体育の授業が嫌なら、出ていきなさい！』と叱ったのです。するとＡ君は、笑いながら『はーい』と言い、体育館から立ち去ってしまいました。私は、学級の子どもたち35名とＡ君を探すことになりました。」

　こうしたエピソードは、特別なことではなく、実践者の多くが抱える悩みの一つではないでしょうか。この教師は、地域の教職員とともに自分の悩みや考えを語る場に参加し、少しずつ発達障害のあるＡ君の思いを受け止め始めました。ある日、Ａ君は小さな声で、「先生、僕さ、雲が怖いんだよ。だってさ、雲が出ると雨が降るでしょ。雨になると雷が鳴るじゃんか。それが嫌なんだよ、いきなり、大きな音がするから」と言ったそうです。教師は「Ａ君は、跳び箱が嫌いだったのではなく、ロイター板の音が怖くかった。それをわかってあげることが大事だったと今は思います」とまとめました。
　子どもも大人も、自分の思いを誰かに聴き取ってもらうことで、現状を変える一歩を踏み出せるのではないでしょうか。
　『みんなのねがい』の連載「いま手渡したいこと」は、「子どもの味方になる」ことの困難な現実と、だからこそ「味方になる」にはどうしたらよいか考え、語り合おうと呼びかけています。読者会、身近な同僚との会話、全障研サークルの中での語り合いなど、互いの思いを語り合い、聴き取る場を大切にしていくことが、希望を見出すことにつながるはずです。
３　成人期の情勢と課題
１）社会保障抑制政策
　政策をみると、国の生存権保障義務を定めた憲法25条に背く流れが目立ちます。2012年に野田政権のもとで成立した社会保障制度改革推進法は、「自助・共助」を重視し、「家族相互及び国民相互の助け合い」を制度改革の基本に位置づけるものでした。また、第二次安倍政権のもとでは、2016年に「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が設置され、国や自治体が責任をもつべき社会福祉が、地域住民等の「支え合い」に置き換えられようとしています。成人後も家族に依存することを前提にした日本の障害者施策は、労働や所得保障の制度がたいへん脆弱です。ここにメスを入れることなく「支え合い」が強調されようとしていることの問題を厳しく追及する必要があります。
　先にもふれた2018年度障害福祉サービス等報酬改定も、公費支出を抑制するねらいをもち、就労継続支援B型事業、就労移行支援事業やグループホームなど成人期の支援をする事業所にも困難をもたらすものです。実際、年間で数百万円に及ぶ収入減が予想される事業所も少なくありません。
　公的責任が後退させられるなか、営利目的の法人が障害者支援への参入を進めていることも見過ごせません。営利法人の参入が急速に進んだ就労継続支援A型事業においては、大規模な解雇が相次いでいます。岡山県倉敷市では、2017年7月に220名を超える障害者が一斉解雇されたのに続き、2018年3月にも約170名が解雇されました。障害者支援が営利の手段とされ、営利が生じないとなればいとも簡単に放り出されてしまうことを許容するような国の制度は、抜本的に改めなければなりません。
２）暮らしや仕事、余暇の現状
　制度の改善を図ることと合わせて、暮らしの場や働く場での実践を創造することが重要です。
　暮らしの場については、国の入所施設抑制政策によって全国的に「待機者」が増加傾向にあります。埼玉県では約1500人が待機となっている現状から、家族や施設関係者が中心となって「暮らしの場を考える埼玉の会」をつくり、討論の輪を広げています。そこでは、個人の生活が尊重され、安心して暮らすための暮らしづくり、場づくりの中身について多様な意見が出されています。暮らしの場で実現される生活の質、支援のあり方を考えなければならないのです。
　働く場についても、場が確保されればそれでよいということではありません。発達保障をめざす取り組みのなかでは、労働を通した発達や仲間づくりを大切にしてきました。報酬改定において工賃の額によって報酬単価に差をつけるしくみが導入されましたが、労働の場において重要なものは賃金や工賃だけではありません。人間らしい働き方とは何か、それを支える実践とはどういうものか、改めて議論していく必要があります。
　「障害のある青年・成人の余暇活動に関する請願」が2016年に東京都議会で採択されたことにみられるように、学齢期に放課後の支援を受けた経験のある青年が、学校を卒業して仕事に就き、休日の過ごし方を考えるようになったことをきっかけにして余暇活動の支援の試みが広がりつつあります。豊かな余暇の内実と、そのための支援のあり方を考えていきしょう。この点では文部科学省が「障害者の生涯学習の推進」を掲げていることについても、注視が必要です。
３）職員や家族の生活
　2018年3月の発達保障研究集会（京都）では、成人期の課題研究の主題として「福祉労働者の労働実態と実践」を取りあげました。きょうされんが2017年7月に発表した「障害者支援事業所職員労働実態調査報告」によれば、約6割の職員は年収300万円未満です。大半の職員が働きがいを感じているにもかかわらず、仕事を続けにくい現状があり、職員の約5割は勤続年数5年未満であるという調査結果が示されています。職員が安定して働き続けられる環境がなければ、豊かな実践を積み重ねることが困難になり、障害者の権利が脅かされます。障害者の権利保障と職員の権利保障の双方に目を向けることが求められます。
　また、家族の現実も見過ごせません。『障害者問題研究』の特集「高齢期の障害者家族と生活の諸問題」を親・家族とともに読む会合を開いたところ、障害者のケアを担い続けているそれぞれの実態が語られました。特集のなかで児玉真美さんは、「母親もまた、擁護されるべき権利をもって自分の人生を生きる権利の主体の一人であることを、私たちに取り戻させてほしい」と訴えています。家族依存からの脱却は、重要な課題です。
４）運動によって切り開かれる未来
　私たちが声をあげることで、権利保障は前進します。昨年末、通所系事業所の「食事提供体制加算撤廃」の突然の動きに対して、日本障害者協議会（JD）がよびかけた緊急団体署名は、数日間で1270団体に広がり、世論によって撤回させることができました。今年3月14日には、岡山地方裁判所において、重要な判決が出されました。65歳になるときに重度訪問介護を岡山市に打ち切られた浅田達雄さんの訴えについて、裁判所は岡山市に決定の取り消しを命じたのです。
　障害者が65歳になると介護保険の活用を迫られる「介護保険優先原則」については、必要な支援の制約や本人の費用負担の増大といった問題が指摘されてきました。そうしたなか、2015年には、機械的な「介護保険優先」の是正を求める通達が厚生労働省から出されるに至っていました。
　岡山市の控訴によって高裁に向け、「介護保険優先原則」のもつ人権侵害についていっそう究明していくことが求められますが、地方裁判所における「浅田訴訟」の勝利は、厳しい社会保障政策のもとでも、運動の力によって権利保障の道が切り拓かれていくことを示しています。
４　研究運動の課題
　埼玉で全障研全国大会が開催されるのは11年ぶりです。この間、福祉・保育・療育・教育を市場競争の仕組みへと投げ込んで、公的責任を後退させ、個人の自己責任で生きることを求める社会へと突き進む動きが強まりました。こうした新自由主義の流れとのせめぎ合いのなかで私たちは、日本国憲法にもとづき、また障害者権利条約に照らして、すべての人の権利と発達が保障されるインクルーシブな社会をつくるための取り組みをみんなで進めてきました。
　ここまでみてきたライフステージごとの課題をふまえ、これらを貫く課題をつかみ、障害のある人びとの権利保障を大きく前進させ、排除のない社会を実現していくために、発達保障の実践と理論を幅広い人びとと共有し、深く掘りさげていくことが求められます。
１）「障害者の権利を守り、発達を保障する」ことの到達点と課題を確かめ、その理念と目的を多くの人たちと共有していきましょう
　全障研の結成50年という節目を越えた今、あらためて発達保障の歴史と理論を学び直しながら、「障害者の権利を守り、発達を保障する」ための研究運動を進めていきましょう。
　人びとのつながりを破壊して、誰にも頼ることなく自分の力で生きることを強要する社会は、もはや「社会」と呼ぶに値しません。私たちは発達や幸福を私的な所有物にとどめることなく、人びとが連帯しながらその価値を認め合い、誰とも替えがたい人格を輝かせることのできる仲間との出会いやつながりを作り出すこと、その人格の発達が権利として保障される社会の文化や仕組みを発展させることをめざしてきました。人間らしく生きる土台を解体する新自由主義の流れに抗して、「個人－集団－社会」という発達の三つの系の関連性を重視してきた発達保障論の値打ちを確かめ合い、すべての人に共通する生存と発達の権利をもとに、幅広い人びとと手をつなぎあうことのできる社会をつくりだす道すじを明らかにしていきましょう。
　人間の価値を経済的なものに置き換え、実践の成果として目に見えるスキルの獲得や行動の変化だけを求める動きが強まるにつれて、障害のある人びとの発達を支える内面の働きや気持ちの育ちは、客観的に測定・評価できないものとして切り捨てられていきます。私たちは、そうした心の動きや気持ちの育ちを「ねがい」という言葉に託して確かめ合い、障害のある人びとの発達の事実を作り出してきました。障害のある人びとの発達や生活の事実を語り合いながら、見えにくいねがいや悩みをみんなで確かめていくことを大切にしていきましょう。
２）支部・サークルの活動を通して発達保障の魅力を語り合い、学び合うことでつながりを広げていきましょう
　障害のある人びととかかわる仕事にねうちや生きがいを見出そうとする人は、確実に増えています。各地で開催してきた「発達保障セミナー」や「発達診断セミナー」にも毎回「知りたい、学びたい」とのねがいをもった人たちが多く参加しています。自分が感じていることや思っていることを安心して語り合える場所、障害のある子ども・人びとのねがいに応える実践をしたいという気持ちを後押ししてくれる仲間を求めている人がたくさんいます。月刊誌『みんなのねがい』は、こうした人びとの「知りたい、学びたい」という要求に応えてくれるでしょう。『みんなのねがい』読者会は、職場やサークルといった身近なところから始めることができます。みんなで読み合わせながら、発達保障の魅力を語り合い、伝え合っていきましょう。
　研究運動の基盤となる支部やサークルの活動では、発達保障が大切にしてきた考え方を学び合いながら、地域のなかで作り出されてきた発達の事実を明らかにし、要求を広く深くつかんでいきましょう。大会の文化行事「川越　ここが私の街」にも、重い障害のある人びとのねがいを大切にしながら、地域のなかに発達保障の仕組みを作り出してきた開催地・埼玉における取り組みの歴史と到達点をみることができます。
　私たちは一人ひとりが研究運動の担い手となり、地域や職場の実態や課題を持ち寄りながら、権利保障に向けた要求を練り上げてきました。大会レポートは地域や支部、サークルでの研究活動の到達点であり取り組みが集約されています。分科会ではレポートの内容をていねいに深めながら、各地の実態や課題、取り組みの成果を学び合いましょう。そして大会後にそれらを持ち帰り、各地域や職場に即して深めましょう。
　全障研の出版物や『障害者問題研究』には、多様なテーマの実践や研究の成果がまとめられています。職場やサークルの仲間と読み合わせれば新たな気づきがあり、より深く学ぶことができます。ぜひ、手にとってください。
３）語り合ったねがいを持ち寄り、政策づくりに活かしていきましょう
　権利保障への要求は、その実現に向けた運動と結びつけなければなりません。障害のある人の権利を保障する社会のあり方を見通した政策を考えていくときに、羅針盤となるのが障害者権利条約です。権利条約を批准した日本は、2016年6月に国連に条約に照らした国内の整備状況を報告しましたが、国連は同時に民間団体から実態報告（パラレルレポート）が提出されることを歓迎しています。パラレルレポートづくりは、権利侵害の現実を把握して要求にまとめ、制度などの改善の契機となるものです。
　全障研もこのレポートづくりに参加し、諸権利に関係する実態を報告し改善すべき課題について議論をつづけています。話し合いを通じて、たとえば第19条「自立した生活及び地域社会への包容」や第24条「教育」において、「インクルージョン」の理解を実態に即して深めていくことの重要性が浮かび上がってきます。ＪＤのホームページには、国内外の関係する資料が掲載されていますので、活用しましょう。
　支部やサークルでも、障害のある本人や家族の声をていねいに聴きとり、関係資料を学びながら、埋もれている新たなねがいを掘り起こし、地域の政策提言にもつなげていきましょう。
４）人権、平和、民主主義の理念のうちに、発達保障への道を切り拓いていきましょう
　日本国憲法前文は「われらとわれらの子孫のために（略）この憲法を確定する」と謳っています。私たちの先輩は、いまだ見ぬ未来の人びとにも戦争のない平和な社会が受け継がれていくことをねがい、平和憲法の破壊を許さないとりくみを続けてきました。そして、戦争が障害を生み出す最大の暴力であり、平和な社会でなければ障害者は幸福に生きられないとの歴史の教訓に学びながら、障害のある人びとの発達や生活のなかに日本国憲法の理念を具体化させる努力を重ねてきました。
　今、東アジア地域における平和の実現が切望されるなかで、平和憲法をもつ日本が果たすべき役割は大きくなっています。人権と平和が守られるインクルーシブな社会をめざす国際社会の一員として、日本国憲法に込められた平和と民主主義と人権の理念を実現していく努力のうちに、すべての人びとの発達保障への道を切り拓いていきたいと思います。
　今、「この子らを世の光に」（糸賀一雄）という言葉に、自らの実践の価値を求めていく人びとが増えています。糸賀は、その「光」は障害のある人びとと「共に生きようとしている人からも放たれている」ともいいました。全障研の研究運動はみんなが主人公であり、一人ひとりの存在が「光」として大切にされる実践をみなさんといっしょに作り出していきます。未来をひらく発達保障の取り組みに、一人でも多くのみなさんが参加してくださることをねがっています。
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